
  

 

○公益法人化 

 ・明治以来の旧法の改正に伴い、全面的な財団法人の見直しが実施された。農村更生 

協会は新たに公益財団法人として活動することとなり、認定された事業は、農業教育 

を行う公益事業と加工・直売所に関わる収益事業に分けられた。 

  

トピックス編 

事業内容の詳細 



 

 

  



   



 

  



 

  

公益認定時における定款 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



○認定農業者 

・行政からの補助事業・金融機関からの融資などに認定農業者であることが求められ 

るため、原村に対して経営改善計画を提出し認定されるよう申請し、平成２９年度

に認められた。 

 



 



 



 



 



 


